
別表第４（第２条関係）建築関係（令和8年4月1日以降） 
種類 単位 金額 

１ 法第６条第１項

の規定に基づく確認

又は法第１８条第３

項の規定に基づく審

査申請 

⑴ 床面積の合計（⑵に掲

げる場合を除く。） 

３０m２以内 １件につき ９，０５０円 

３０m２を超え１００m２以

内 

１件につき １６，６００円 

１００m２を超え２００m２

以内 

１件につき ２６，５００円 

２００m２を超え３００m２

以内 

１件につき ２８，９００円 

３００m２を超える １件につき ３８，１００円 

⑵ 法第８７条の４の昇

降機の設置を含む場合 

ア 昇降機を設置する場

合（イに掲げる場合を除

く。） 

１基につき ⑴の区分に従い、それぞれ当

該手数料の額に２５，１００

円を加算した額 

イ 確認又は審査を受け

た昇降機の計画を変更し

て昇降機を設置する場合 

１基につき ⑴の区分に従い、それぞれ当

該手数料の額に１５，２００

円を加算した額 

２ 構造計算適合性

判定を要する法第６

条第１項の規定に基

づく確認又は法第１

８条第３項の規定に

基づく審査申請 

構造計算の方法

が国土交通大臣

の認定を受けた

プログラムによ

るもの 

床面積

の合計 

３００m２以内のもの １件につき １の部の区分に従い、それぞ

れ当該手数料の額に１６１，

０００円を加算した額 

構造計算の方法

が国土交通大臣

の認定を受けた

プログラム以外

のものによるも

の 

床面積

の合計 

３００m２以内のもの １件につき １の部の区分に従い、それぞ

れ当該手数料の額に２１３，

０００円を加算した額 

３ 法第８７条の４

において準用する法

第６条第１項の規定

に基づく確認又は法

第１８条第３項の規

定に基づく審査申請 

⑴ 建築設備を設置する場合（⑵に掲げる場合を除く。） １の建築設

備につき 

２５，１００円 

⑵ 確認又は審査を受けた建築設備の計画の変更をして

建築設備を設置する場合 

１の建築設

備につき 

１５，２００円 

４ 法第７条第１項

の規定に基づく完了

検査又は法第１８条

第２１項の規定に基

づく検査申請 

⑴ 床面積の合計（⑵に掲

げる場合を除く。） 

３０m２以内 １件につき １４，０００円 

３０m２を超え１００m２以

内 

１件につき ２１，９００円 

１００m２を超え２００m２

以内 

１件につき ３３，４００円 

２００m２を超え３００m２

以内 

１件につき ４３，７００円 

３００m２を超える １件につき ４６，８００円 

⑵ 完了検査を受けよう

とする建築物が、法第７条

の３第１項の規定に基づ

く中間検査を受けた建築

物又は法第１８条第２９

項の規定に基づく検査を

受けた建築物である場合

（以下この表において「中

間検査を受けた場合」とい

う。） 

３０㎡以内 １件につき １３，８００円 

３０㎡を超え１００㎡以

内 

１件につき ２１，６００円 

１００㎡を超え２００㎡

以内 

１件につき ３３，１００円 

２００㎡を超え３００㎡

以内 

１件につき ４３，３００円 

３００m２を超える １件につき ４６，３００円 

⑶ 法第８７条の４の昇降機の設置を含む場合 １基につき ⑴の区分(中間検査を受けた

場合にあっては、⑵の区分)に

従い、それぞれ当該手数料の

額に３９，３００円を加算し

た額 

５ 法第７条の３第

１項の規定に基づく

中間検査又は法第１

８条第２９項の規定

に基づく検査申請 

床面積の合計 ３０㎡以内 １件につき １３，７００円 

３０㎡を超え１００㎡以内 １件につき ２０，９００円 

１００㎡を超え２００㎡以内 １件につき ３１，８００円 

２００㎡を超え３００㎡以内 １件につき ４１，４００円 

３００m２を超える １件につき ４２，８００円 

６ 法第８７条の４において準用する法第７条第１項の規定に基づく完了検査

又は法第１８条第２１項の規定に基づく検査申請 

１の建築設

備につき 

３９，３００円 

７ 法第８８条第１項又は第２項において準用す

る法第６条第１項の規定に基づく確認又は法第１

８条第３項の規定に基づく審査申請 

⑴ 工作物を築造する場

合（⑵に掲げる場合を除

く。） 

１の工作物

につき 

１８，８００円 



⑵ 確認又は審査を受け

た工作物の計画の変更を

して工作物を築造する場

合 

１の工作物

につき 

１１，７００円 

 

 

    

８ 法第８８条第１項又は第２項において準用する法第７条第１項の規定に基

づく完了検査又は法第１８条第２１項の規定に基づく検査申請 

１の工作物

につき 

３０，０００円 

９ 法第７条の６第１項第１号若しくは第２号又は第１８条第３８項第１号若

しくは第２号（法第８７条の４又は法第８８条第１項若しくは第２項において準

用する場合を含む。）の規定に基づく検査済証の交付を受ける前における建築物

等の仮使用認定申請 

１件につき １２０，０００円 

１０ 法第４３条第２項第１号の規定に基づく建築物の敷地と道との関係の建

築の認定申請 

１件につき ２７，３００円 

１１ 法第８５条第６項の規定に基づく仮設興行場等の建築の許可申請 １件につき １２０，０００円 

１２ 法第８６条第１項の規定に基づ

く１団地の建築物(２以上の構えを成す

ものにあっては、総合的設計によって建

築等をするものに限る。)の特例の認定

申請 

⑴ 建築物の数が２以下である場合 １件につき ７８，３００円 

⑵ 建築物の数が３以上である場合 １件につき ７８，３００円に２を超える

建築物の数に２８，０００円

を乗じて得た額を加算した額 

１３ 法第８６条第２項の規定に基づ

く既存建築物を前提とした総合的設計

による建築物の特例の認定申請 

⑴ 建築物（既存建築物を除く。）の

数が１である場合 

１件につき ７８，３００円 

⑵ 建築物（既存建築物を除く。）の

数が２以上である場合 

１件につき ７８，３００円に１を超える

建築物（既存建築物を除く。）

の数に２８，０００円を乗じ

て得た額を加算した額 

１４ 法第８６条の２第１項の規定に

基づく一敷地内認定建築物以外の建築

物の新築又は一敷地内認定建築物の増

築等の認定申請 

⑴ 建築物（新築又は増築等に係るも

のに限る。）の数が１である場合 

１件につき ７８，３００円 

⑵ 建築物（新築又は増築等に係るも

のに限る。）の数が２以上である場合 

１件につき ７８，３００円に１を超える

建築物（新築又は増築等に係

るものに限る。）の数に２８，

０００円を乗じて得た額を加

算した額 

１５ 法第８６条の５第１項の規定に基づく１の敷地とみなすこと等の認定又

は許可の取消し申請 

１件につき ６，４８０円に現に存する建

築物の数に１２，０００円を

乗じて得た額を加算した額 

１６ 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下この表において「政

令」という。）第１３７条の１２第６項の規定に基づく建築物の敷地と道路との

関係に関する制限の適用除外となる大規模の修繕又は大規模の模様替の認定申

請 

１件につき ２７，３００円 

１７ 政令第１３７条の１２第７項の規定に基づく建築物の道路内の建築制限

の適用除外となる大規模の修繕又は大規模の模様替の認定申請 

１件につき ２７，３００円 

備考 

１ この表において「法」とは、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）をいう。 

２ この表の１の部の床面積の合計は、次のアからエまでに掲げる場合の区分に応じ、当該アからエまでに

定める面積について算定する。 

ア 建築物を建築する場合（イに掲げる場合及び移転する場合を除く。） 当該建築に係る部分の床面積 

イ 確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建築する場合（移転する場合を除く。） 当該計画の

変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっては、当該増加する部分の床面積） 

ウ 建築物を移転し、その大規模の修繕又は大規模の模様替をする場合（エに掲げる場合を除く。） 当該

移転、修繕又は模様替に係る部分の床面積の２分の１ 

エ 確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を移転し、その大規模の修繕又は大規模の模様替をす

る場合 当該計画の変更に係る部分の床面積の２分の１ 

３ この表の２の部の床面積の合計は、構造計算適合性判定を要する建築物ごとに構造計算適合性判定を行

う部分の床面積について算定する。 

４ この表の４の部の床面積の合計は、建築物を建築した場合（移転した場合を除く。）にあっては、当該建

築に係る部分の床面積について算定し、建築物を移転し、又はその大規模の修繕若しくは大規模の模様替

をした場合にあっては、当該移転、修繕又は模様替に係る部分の床面積の２分の１について算定する。 

 


